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１ 策定の背景と趣旨 

  急速な少子高齢化の進行は、人口構造にアンバランスを生じさせ、労働力人口の減少や社会保障負

担の増加、地域社会の活力低下など、将来的に社会経済への深刻な影響を与えるものとして懸念され

ています。また、核家族化の進行、都市化の進展、就労環境の変化等、子どもと家庭を取り巻く環境

は大きく変化しており、子育てを社会全体で支援していくことが必要となっています。

  このような状況下、国においては、次代の社会を担う子どもが健やかに生まれ、育成させる環境を

整備するため平成１５年に「次世代育成支援対策推進法」を制定し、次世代育成に向けた取組を進め

てきました。さらに平成２２年１月には「子ども・子育てビジョン」が閣議決定され、「子ども・子育

て新システム」の検討がはじまり、平成２４年８月には「子ども・子育て関連３法」が制定されたと

ころです。

  川崎市においては、平成１７年３月に『川崎市次世代育成支援対策行動計画 かわさき子ども「夢

と未来」プラン』を策定し、平成１７年度から平成２６年度までを計画期間として、全ての子どもと

家庭を対象とした次世代育成支援を総合的かつ計画的に推進してきました。しかしながら、子どもと

家庭をとりまく状況が大きく変化している中、未来の担い手である子どもたちが健やかに生まれ育つ

環境を整えることが、今、まさに社会全体で取り組むべき喫緊の課題となっています。

 こうしたことからも、第一義的には「子どもは親、保護者が育むことが基本」としながらも、地域

をあげて社会全体で子ども・子育てを支援する、新しい支えあいの仕組みを構築する必要があります。

第１章 計画の策定にあたって

子育てを取り巻く環境の変化 

子育てを取り巻く環境は、核家族化や地域社会の
変化に伴う「つながりの希薄化」、「女性の社会進

出」や「働き方の変化」、さらには「景気動向」
や「価値観の多様化」などから大きく変化してき
ており、様々な社会的問題が起きています。 

「家庭」 
●未婚率の上昇 
●平均初婚年齢の上昇 

「働き方」 
●女性の社会進出 
●共働き世帯の増加 

「暮らし」 
●景気の動向 
●価値観の多様化 

深化・複雑化したニーズ 

都市化の進展 

●首都圏等への人口集中
●職と住の分離の進行
●出生数の増加

「小１の壁」

子
ど
も
・
子
育
て
支
援
新
制
度

子ども・子育て支援新制度における「子育てをめぐる現状と課題」 

●急速な少子化の進行 
●結婚・出産・子育ての希望がかなわない現状 
・独身男女の約９割が結婚意志を持っており、希
望子ども数も２人以上 
・家族、地域、雇用など子ども・子育てを取り巻
く環境が変化 
●子ども・子育て支援が量・質ともに不足 
・家族関係社会支出の対ＧＤＰ比の低さ 
●子育ての孤立感と負担感の増加 
●深刻な待機児童問題 
●放課後児童クラブの不足「小１の壁」 
●Ｍ字カーブ（３０歳代で低い女性の労働力率） 
●子ども・子育て支援の制度・財源の縦割り 
●地域の実情に応じた提供対策が不十分

質の高い幼児期の学校教育、保育の

総合的な提供 

保育の量的拡大・確保 

 ・待機児童の解消 

 ・地域の保育を支援 

地域の子ども・子育て支援の充実 
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２ 計画の位置付け

 この計画は、子ども・子育て支援法第 61条に基づく市町村子ども・子育て支援事業計画であり、す

べての子どもの良質な成育環境を保障し、子ども・子育て家庭を社会全体で支援することを目的とし

て、子ども・子育て支援関連の制度・財源を一元化して新しい仕組みを構築し、「質の高い学校教育・

保育の総合的な提供」、「保育の量的拡大・確保」、「地域の子ども・子育て支援の充実」を目指すもの

です。

 さらに、これまで進めてきた『かわさき子ども「夢と未来」プラン』における取組についても、子

どもとその家庭に関わる施策を体系化し、保健・医療、福祉、教育、住宅、労働、まちづくり等のさ

まざまな分野にわたり、総合的な展開を図るものです。

●この計画の策定に先立ち、就学前児童の保護者・就学児童の保護者の子育ての実態や保育・子育て等

に関するニーズ、日常生活等の実態を把握し、計画に反映させるため「川崎市子ども・子育てに関する

調査」を実施しました。

■調査の概要 

目  的 
子育ての実態や保育・子育て等に関するニーズ、日常生活等の実態を把握し、

市町村子ども・子育て支援事業計画に反映するための基礎資料とする 

実施期間 平成２５年９月２７日（金）から１０月１８日（金）まで 

調査対象 
就学前児童の保護者  １５，０００件 

就学児童の保護者    ３，０００件 

抽出方法 無作為抽出 

回収率 

（ ）内は有効回答者数 

就学前児童の保護者  ４６．５％（６，９６９件） 

就学児童の保護者   ４４．６％（１，３３８件） 

合計         ４６．２％（８，３０７件） 

●計画の策定にあたっては、子ども・子育て支援に関する学識経験者、地域で子育て支援に関わってい

る団体の代表、事業主の代表、労働者の代表、子育て中の保護者などで構成する「川崎市子ども・子育

て会議」を設置・開催して、本市における子ども・子育て支援のあり方について審議し、その意見を踏

まえて策定します。

●この計画は、市の基本方針である「川崎市新総合計画～川崎再生フロンティアプラン～」をはじめ、

川崎市次世代育成支援対策行動計画『かわさき子ども「夢と未来」プラン』など、子ども・子育てに関

する各種計画との整合性を図り策定します。
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３ 計画の期間

  この計画は、平成２７年度を初年度とし、平成３１年度までの５年間を計画期間とします。

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

４ 計画の対象

  この計画は、おおむね１８歳未満の全ての子どもとその家庭を対象としていますが、次代の親づく

りという視点から、一部の施策については、今後親となる若い世代も対象としています。

計画の策定 計画期間 
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５ これまでの子ども・子育て支援に向けた取組

（１）『かわさき子ども「夢と未来」プラン』を振り返って

   本市では、計画に掲げた次の６つの基本目標に沿って施策を展開してきました。

   計画に位置付けられた施策の進捗状況の詳細については、本市のホームページ『かわさき子ども

「夢と未来」プラン～川崎市次世代育成支援対策行動計画～』に掲載しています。

http://www.city.kawasaki.jp/259/page/0000030147.html

（２）目標事業量の進捗状況 

『かわさき子ども「夢と未来」プラン』では、計画期間内に達成すべき目標事業量を設定しまし

た。その進捗状況は次のとおりです。（後期計画：中間評価） 

■ 目標事業量設定事業の一覧 

区分 
単
位 

年度実績 平成２６年度 
目標事業量 

達成率 
(%) ２２ ２３ ２４ 

基
本
目
標
Ⅱ

認
可
保
育
所

認可保育所定員 人 14,675 15,905 17,490 18,605 94.0 

延長保育事業 か所 162 185 205 230 89.1 

一時保育事業 か所 32 35 43 39 110.3 

休日保育事業 か所 6 6 6 7 85.7 

夜間保育事業 か所 1 1 1 1 100.0 

認可外 家庭保育福祉員（保育ママ） 人 69 94 117 95 123.2 

乳幼児健康支援一時預かり か所 3 3 3 4 75.0 

基
本
目
標
Ⅲ

地域子育て支援センター か所 48 49 51 51 100.0 

ふれあい子育てサポート事業 か所 4 4 4 5 80.0 

ショートステイ事業 

トワイライトステイ事業 

か所 1 2 2 5 40.0 

人 2 7 10 10 100.0 

基
本
目
標
Ⅴ

放課後児童健全育成事業 

※（ ）内は国庫補助対象 

か所 
113

※(86)

113

※(89)

113

※(93)
113 100.0 

人 10,263 11,850 12,167 13,700 88.8 

※ 達成率については、小数点第２位を四捨五入したもの。 

基本目標Ⅰ   子どもの権利を尊重する社会づくり 
基本目標Ⅱ   家庭の育てる力を支える仕組みづくり 
基本目標Ⅲ   子育て家庭を支援する地域づくり 
基本目標Ⅳ   親と子の心とからだの健康づくり 
基本目標Ⅴ   子どもが豊かに育つ学びや遊びの場づくり 
基本目標Ⅵ 子どもと子育てにやさしいまちづくり
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１ 子どもをめぐる状況 

（１）格差の広がり 

   2000 年代に入り、世界経済は大きく成長し、1990 年代の年平均成長率を上回る経済成長を続けて

きました。しかしながら、平成20年 9月のアメリカ大手投資銀行の破綻を契機に金融危機が広まり、

消費や投資の急速な落ち込みや失業者の増加など、世界経済は同時不況に陥りました。 

貧困による格差の広がりは、教育や進学の機会を狭めるだけでなく、子どもが健やかに育つため

の環境にも大きな影響を及ぼします。生まれた時点で共通のスタートラインに立つことができ、成

長する過程において子どもをサポートすることが、社会のあり方としても重要です。子どもに対す

る保障を「人生前半の社会保障」という視点で捉え、子どもが安心して自分らしく生きていけるよ

う、子どもとその家庭を支援することが必要です。 

■貧困率の推移

（注）厚生労働省「国民生活基礎調査」を基に算出 

相対的貧困率：経済協力開発機構（OECD）の定義は、等価可処分所得（世帯の可処分所得を世帯数の平方根で割った値）が、全国民
の等価可処分所得の中央値の半分に満たない国民の割合を「相対的貧困率」としている。 

子どもの貧困率：17 歳以下の子ども数に占める中央値の半分に満たない 17 歳以下の子どもの割合をいう。 

（２）仕事と家庭生活の両立 

現在の少子化の背景には、働き方をめぐるさまざまな課題があります。共働き世帯が増加してい

るにもかかわらず、働き方の選択肢が十分に整っていないことで、女性にとって未だに就労と出産・

子育てが二者択一となっている状況が存在しています。 

また、育児・介護休業制度はあるものの、実際に育児休業を取得する父親は少ないのが現状です。

このような状況を受け、男女がともに子育てを担い、仕事と家庭生活の両立を支援するため、「ワー

ク・ライフ・バランス」を推進していくことが求められています。 

■事業所規模別育児休業取得率の推移（全国値） 

（単位：％） 

区分 
平成 20年度 平成 21年度 平成 22年度 平成 23年度 

男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性 

５～29人 1.25 93.4 3.30 72.8 1.25 79.2 1.79 83.3 

30～99 人 1.11 88.1 0.84 91.4 1.74 83.7 3.73 86.7 

100～499 人 1.36 89.2 1.30 90.9 0.87 89.9 2.55 93.4 

500 人以上 1.12 90.1 1.01 91.3 2.20 91.0 2.85 91.4 

総数 1.23 90.6 1.72 85.6 1.38 83.7 2.63 87.8 
（注）全事業所において、各１年間に出産した人（配偶者が出産した男性を含む）に占める、各年 10月１日までの間に育児休業を開始

した人の割合である。 

資料：厚生労働省「雇用均等基本調査」（平成 20～23 年度）

14.6%
15.3% 14.9%

15.7% 16.0%

13.4%
14.5%

13.7%
14.2%

15.7%

10%

15%

20%

平成10 平成13 平成16 平成19 平成21

相対的貧困率
子どもの貧困率

第２章 子どもと家庭を取り巻く環境の変化
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（３）児童虐待の増加 

平成 12 年 11 月に「児童虐待の防止等に関する法律」（以下「児童虐待防止法」という。）が施行

され、平成 24 年度の全国の児童虐待相談対応件数は、児童虐待防止法制定直前の約 5.7 倍にあたる

66,000 件を超え、児童相談所に寄せられる児童虐待の相談件数は増加し続けています。

児童虐待は、子どもの心身の発達及び人格の形成に重大な影響を及ぼすだけでなく、その生命に

も関わってくることから、虐待の発生予防から早期発見・早期対応、さらには虐待を受けた子ども

の保護・自立支援に至るまで切れ目のない総合的・継続的な支援の充実が求められています。 

■児童相談所における児童虐待相談対応件数の推移及び主たる虐待者の内訳 

（注）平成 23年度は東日本大震災の影響により、福島県を除いて集計した数値 

 出典：厚生労働省資料

（４）地域における育児力の低下 

都市化や核家族化が進み、地域における住民同士のつながりや交流が希薄になってきている中、

依然として子育てを主に担っているのは母親であり、父親が子どもに関わる時間が少ない家庭ほど、

子育てにかかる母親の負担感は重くなっています。また、兄弟が少ない中で育ち、子どもの頃に乳

幼児に接する機会が少ないまま子どもを産み育てる親も増えています。 

このような親の中には、子どもへの接し方に悩み、かつ、子育てについて相談できる相手もいな

いことで育児不安を抱えながら、地域の中で孤立して子育てをしていることも少なくありません。

同時に、地域のつながりの希薄化が家庭の教育力の低下につながっていることも指摘されています。

こうした子育ての孤立化や家庭の教育力の低下等の問題を踏まえ、地域や社会全体が親子の育ちを

支え、子育てを通じて親自身が成長できる環境づくりを進める必要があります。 

（５）若者の自立 

厳しい雇用失業情勢や働き方の多様化等に対応するため、労働者派遣事業における派遣受入期間

の延長や派遣対象業務の拡大などを主な内容とする「改正労働者派遣法」が平成 16年３月１日から

施行されました。一方、景気後退による就職難や雇用環境の悪化により、経済的に自立できず、結

婚や子どもを持つことのできない若年者が存在しています。このような状況は、少子化に拍車をか
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ける原因の一つとして懸念されています。 

子ども・若者は、今の社会を構成する重要な「主体」であり、未来を担う大切な存在です。その

ような子ども・若者の育成・支援にあたっては、教育、福祉、保健、医療、雇用などあらゆる分野

の総合的な支援が求められています。 

■若年無業者数の推移 

（単位：万人） 

平成 16 平成 17 平成 18 平成 19 平成 20 平成 21 平成 22 平成 23 平成 24 

人数 64 64 62 62 64 63 60 61 63 

割合 1.9% 2.0% 1.9% 2.0% 2.1% 2.2% 2.1% 2.2% 2.3% 
（注）若年無業者：歳の非労働力人口のうち家事も通学もしていない者とした。 

（注）平成 23年は東日本大震災の影響により、調査が困難となった３～８月までを補完集計した参考数値 

 出典：総務省資料 
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２ 川崎市の子どもと家庭の状況

（１）川崎市の人口・世帯の状況 

  ア 人口 

本市の人口は、昭和 45 年以降一貫して増加しており、平成 21 年 4 月には 140 万人を超え、平

成 25年 10 月１日現在 1,448,196 人となっています。 

年齢３区分別人口の推移をみると、15 歳未満の年少人口は、昭和 51 年の 251,253 人をピーク

に平成 12 年まで減少していましたが、その後は増加しており、平成 25 年 10 月１日現在 188,019

人となっています。15 歳～ 64 歳の生産年齢人口及び 65 歳以上の老年人口は、昭和 45 年以降一

貫して増加しています。 

  イ 人口動態 

出生数は、平成 18 年以降増加・横ばいの傾向を示しており、平成 24 年には 14,565 人となって

います。また、出生率（人口 1,000 人に対する出生数）については、平成 23 年には 10.0 となっ

ており、19 政令指定都市（熊本市を除く）の中では最も高い数値となっています。 

    一方、合計特殊出生率は、昭和 45 年から昭和 55 年にかけて 2.23 から 1.68 へ大きく低下し、

昭和 60年には 1.69とやや上昇しましたが、昭和 60年から平成 17年まで再び低下していました。

しかし、平成 18 年以降上昇傾向に転じるも横ばいが続き、平成 22 年には 1.30 となっています。

また、全国平均と比較して 0.09 ポイント低くなっています。 

■出生数・出生率 

■人口３区分の人口推移と構成割合 
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  ウ 婚姻・出産年齢の動向 

平均初婚年齢 

平均初婚年齢は年々上昇しており、晩婚化が進行しています。昭和50年に夫が27.3歳、妻が25.0

歳であったものが、平成23年には夫が31.5歳、妻が29.8歳となっており、この35年間に夫が4.2歳、

妻が4.8歳それぞれ上昇しています。また、全国平均と比べると、夫・妻とも0.8歳それぞれ高く

なっています。 

未婚率 

未婚率は、近年増加傾向にありましたが、平成22年において、男性の30歳～34歳が減少しまし

た。また、25歳～29歳、35歳～39歳においてもやや減少傾向にあります。 

女性の場合、20歳代後半から30歳代前半を中心にして全体的に上昇していますが、増加率にや

や落ち着きがみられます。特に男性の30歳～34歳、女性の25歳～29歳については、昭和50年にそ

れぞれ22.1％、22.2％であったものが、平成22年にはそれぞれ48.1％、63.5％と大きく上昇して

います。また、生涯未婚率をみると、男性は23.4％、女性は12.7％となっており、晩婚化に加え

て、非婚化（生涯結婚しない人の増加）も進んでいます。 

   平均出産年齢 

晩婚化・未婚化の進行に伴い、出産年齢も上昇しています。第１子出産平均年齢は年々上昇傾

向にありますが、平成23年には31.5歳と平成17年からは横ばい状況にあります。 

総出産平均年齢も平成23年には32.4歳であり、平成２年と比較して3.5歳上昇しています。 

エ 子どものいる世帯の状況 

子どものいる一般世帯数は子どもの人口の減少に伴い減少傾向にありましたが、平成17年以降

増加しています。しかし、子どものいる一般世帯の割合でみると、昭和50年では50.5％と約２世

帯に１世帯の割合に対し、平成22年には20.9％と約５世帯に１世代が子どものいる世帯という状

況になっています。 

■子どものいる一般世帯数の推移 
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  オ 子どもの日中の状況

本市の就学前子どもの養育状況は、認可保育所に 24.0%、認可外保育施設等に 5.6%、幼稚園に

28.7%となっており、それ以外の 41.7%の児童が在宅等で養育される児童となっています。

（２）働く女性の状況 

  ア 女性の就業者数 

女性の就業者数は、平成 22 年 10 月 1 日現在 256,735 人を数え、就業者全体の 40.2％を占めて

います。また、昭和 45 年と比べると、101,263 人、65.1％増加しており、この間の男性就業者の

増加率（11.2％）を大幅に上回っています。 

■男女別就業者の推移 

（単位：人） 

（うち女性の割合推移） 

年 昭和 45 昭和 50 昭和 55 昭和 60 平成 2 平成 7 平成 12 平成 17 平成 22

割合(%) 31.2 29.7 31.8 33.3 34.1 35.1 36.6 38.0 40.2 

資料：総務省「国勢調査報告」（各年１０月１日）

343,191 340,001 342,422 366,159 412,052 422,174 411,632 431,921 381,698 

155,472 143,951 159,887 182,557 
213,324 228,805 237,771 265,088 

256,735 

0

100,000

200,000
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  イ 女性の労働力率 

女性労働力を年齢別にみると、25～29歳と45～49歳を頂点とし、30～34歳、35～39歳を底辺と

するＭ字型を示しています。昭和60年以降の推移をみると、15～19歳、20～24歳及び65歳以上を

除くすべての階級で労働力率が上昇しており、昭和60年に比べて、平成22年では25～29歳が29.8

ポイント、30～34歳が28.2ポイント上昇しています。 

■年齢別女性労働力率の推移 

資料：総務省「国勢調査報告」（各年 10 月 1日） 

15～19歳 20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳 50～54歳 55～59歳 60～64歳 65歳以上

全国 平成22年 15.4 70.4 78.7 69.4 68.0 72.5 75.8 73.2 63.9 47.5 14.9

川崎市 平成22年 17.0 67.6 81.6 67.7 61.7 65.4 70.8 69.5 63.1 48.7 14.7

川崎市 平成17年 19.6 69.4 77.5 62.2 57.8 64.4 68.8 65.8 59.4 41.9 13.2

川崎市 平成７年 17.2 72.0 68.2 49.5 49.0 57.8 62.4 61.2 53.6 36.6 13.8

川崎市 昭和60年 22.5 73.4 51.8 39.5 48.2 58.8 59.6 53.9 44.3 31.8 13.2

0.0
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全国 平成22年 川崎市 平成22年 川崎市 平成17年 川崎市 平成７年 川崎市 昭和60年

（％）
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１ 計画の基本的視点 → 時点修正事項

  この計画は、子ども・子育て支援法に基づく本市の「市町村子ども・子育て支援事業計画」である

とともに、これまで次世代育成支援の推進に向け取り組んできた『川崎市次世代育成支援対策行動計

画 かわさき子ども「夢と未来」プラン』の計画の基本方向を継承します。 

計画の推進にあたっては、『川崎市次世代育成支援対策行動計画 かわさき子ども「夢と未来」プラ

ン』の基本的視点や「子ども・子育て支援法に基づく基本指針」を踏まえ、以下の８つを基本的視点

とし、「子どもの最善の利益」が実現される社会を目指します。 

① 一人ひとりの子どもを尊重する視点 

   川崎市では、全国に先駆けて「川崎市子どもの権利に関する条例」（以下「子どもの権利条例」と

いう。）を制定し、子どもの権利保障に取り組んできました。「子どもの権利条例」の趣旨を踏まえ、

子ども一人ひとりを権利の主体とするとともに、その権利が十分保障されるよう施策を推進します。

特に支援を必要とする子どもに対しては、その権利が十分保障されるよう配慮します。

② 次代の親を育む視点 

   全ての子どもの健やかな育ちを保障していくためには、乳児、幼児、学童期などの特性を踏まえ、

発達段階に応じた質の高い教育・保育及び子育て支援が提供されるとともに、子どもは次代の親と

なるという認識のもと、豊かな人間性を形成し、自立して家庭を持つことができるよう、教育・保

健・福祉・雇用等のあらゆる分野にわたる総合的な支援が行えるよう取組を進めます。 

③ 親育ちの過程を支援する視点 

   保護者が子育てについての責任を果たすことや子育ての権利を享受することができるようにする

ため、地域や社会が保護者に寄り添い、子育てに対する負担や不安、孤立感を和らげることを通じ

て、親として成長し、さらには子育てや子どもの成長に喜びや生きがいを感じることができるよう

な支援を進めます。

④ 地域社会全体で子ども・子育てを支援する視点 

   子育ての第一義的な責任は保護者にありますが、一方で「子どもは社会の宝」であり、子育ては

家庭のみならず、広く社会全体で支えていくことが必要です。

第３章 計画の基本方向

① 一人ひとりの子どもを尊重する視点

⑥ すべての子どもと家庭を支援する視点② 次代の親を育む視点

⑧ 地域の実情に応じた視点

⑦ 子ども・子育て支援の量・質両面の視点③ 親育ちの過程を支援する視点

⑤ 「ワーク・ライフ・バランス」を実現する視点

④ 地域社会全体で子ども・子育てを支援す
る視点
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   そのためには、子ども・子育て支援は広く社会全体で取り組むべき課題であるという意識の醸成

とともに、家庭、地域社会、企業、行政がそれぞれの役割のもとで協働して子ども・子育て支援を

進めるための仕組みづくりを推進します。

⑤ 「ワーク・ライフ・バランス」を実現する視点 

   仕事と生活の調和の実現については、「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）憲章」と

「仕事と生活の調和推進のための行動指針」において、労使を始め全ての者が積極的に取り組むこ

と、国や地方自治体が支援すること等により、社会全体の運動として広げていくことが必要とされ

ています。

   子育て世代の男性の長時間労働や出産に伴う女性の厳しい就労継続の現状を踏まえ、働く男女の

職業生活と家庭生活との両立に向けた取組を進めます。

⑥ 全ての子どもと家庭を支援する視点 

   一人ひとりの子どもの健やかな育ちを等しく保障するため、障害、疾病、虐待、貧困、家族の状

況その他の事情により社会的な支援の必要性が高い子どもやその家族を含め、全ての子どもと子育

て家庭を支援します。

⑦ 子ども・子育て支援の量・質両面の視点 

全ての子どもと子育て家庭を対象として、利用の現状や利用希望の実情などを踏まえ、地域のニ

ーズに応じた多様かつ総合的な子育て支援を量・質両面にわたり充実していくための取組を計画的

に進めます。

⑧ 地域の実情に応じた視点 

   地理的な特性、人口・産業構造、社会的資源の状況等によって、川崎市の中でも多様な地域が存

在しています。そのため、子ども・子育て支援のさらなる充実を図るためには、社会資源の活用な

ど、地域の特性に応じた取組を効果的に推進します。
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２ 計画の基本理念 → 今後の調整事項（①次世代の基本理念を継承 or ②新たな基本理念） 

本計画においては、本市の子ども・子育て支援を推進するにあたり、川崎市が目指すべき都市像（基

本理念）として次のとおり掲げます。 

＜参考：次世代育成支援対策行動計画『かわさき子ども「夢と未来」プラン』＞

本市では、平成 17 年度からの計画である『次世代育成支援対策行動計画 かわさき子ども「夢と未来」

プラン』において、次代を担う子どもが自分らしく健やかに成長していくための環境づくりや、将来親

になる世代が希望を持って子どもを産み育てることのできる環境づくりを社会全体で推進していくこと

を目指して、「小さな命に大きな未来、育ち育てるまち・かわさき」を基本理念として掲げ、次世代育成

支援を推進してきました。 

 この計画においても、基本理念を掲げ、本市の子ども・子育て支援を推進することとします。 

３ 計画の基本目標と施策の展開 

『次世代育成支援対策行動計画 かわさき子ども「夢と未来」プラン』の基本方向を受け、この計画

の基本理念の実現に向け、基本目標を据えるとともに施策の方向に沿った総合的な施策を展開します。 

（１）基本目標 

本市では、『次世代育成支援対策行動計画 かわさき子ども「夢と未来」プラン』に基づき、６つ

の基本目標に沿って施策を展開してきました。 

『次世代育成支援対策行動計画 かわさき子ども「夢と未来」プラン』は、次世代育成支援対策

推進法第 8 条に基づく市町村行動計画であり、安心して子どもを産み育てることができ、次代の社

会を担う子どもが健やかに成長できる環境づくりを推進するため、子どもとその家庭に関わる施策

を体系化し、保健・医療、福祉、教育、住宅、労働、まちづくり等のさまざまな分野にわたり、総

合的に施策の展開を図るものとされています。 

この計画は、総合的な計画である『次世代育成支援対策行動計画 かわさき子ども「夢と未来」

プラン』の基本理念を受け継ぐ計画であるため、その基本理念の実現に向け、引き続き次の６つを

基本目標に据え、総合的に施策を展開します。 

小さな命に大きな未来、育ち育てるまち・かわさき
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〈基本目標〉

基本目標 
Ⅰ 

●子どもの権利を尊重する社会づくり

 「子どもの権利条例」について学ぶ機会の充実

や子どもが主体的に参加できるまちづくりの推

進、子どもの権利を守るための取組を進めます。

■施策の方向 
１ 子どもの権利の尊重 
２ 子どもの意見を尊重した
まちづくりの推進 

基本目標 
Ⅱ 

●家庭の育てる力を支える仕組みづくり

男女が互いによきパートナーとして共に家

事・育児を担うことの環境づくりに向けた取組を

進めるとともに、多様なニーズに応じた保育サー

ビスの基盤整備や子育て家庭の経済的負担を軽

減するための支援を行います。 

■施策の方向 
１ 少子化や子育てに対する
意識啓発 
２ 「ワーク・ライフ・バラ
ンス」の推進 
３ 多様な保育サービスの充
実 
４ 要支援家庭対策の充実 
５ 経済的負担の軽減 

基本目標 
Ⅲ 

●子育て家庭を支援する地域づくり

 市民と協働して子どもと子育てを地域で支え

る仕組みづくりを進めるともに、多様な方法によ

る情報提供や相談支援体制の充実を図ります。

■施策の方向 
１ 地域における子育て家庭
への支援 
２ 相談・情報提供の充実と
子育てのネットワークづく
り 
３ 子どもが健やかに生まれ
育つための地域活動の促進

基本目標 
Ⅳ 

●親と子の心とからだの健康づくり

 次代を担う子どもが心身ともに健やかに生ま

れ育つために、思春期から妊娠・出産、乳幼児ま

での一貫した体系のもとに支援体制の充実を図

ります。

■施策の方向 
１ 安心して妊娠・出産でき
る環境づくり 
２ 親と子の健康づくり 
３ 思春期の保健対策の充実 

基本目標 
Ⅴ 

●子どもが豊かに育つ学びや遊びの場づくり

 子どもの個性を大切にしながら、互いを思いや

り尊重する豊かな人間性を養い、確かな学力を身

につけることができるよう、地域の教育力の向上

に努め、学校教育の充実を図ります。また、子ど

もがいきいきと遊べる環境づくりや多様な体験

の場と機会を提供します。

■施策の方向 
１ 家庭や地域の教育力の向
上 
２ 幼児・学校教育の充実と
若者の自立支援 
３ 遊びや体験の場の整備

基本目標 
Ⅵ 

●子どもと子育てにやさしいまちづくり

 子どもを安心して生み育てるための住環境、道

路・交通環境等の整備や、子どもの安全を確保す

るための交通安全教育や犯罪の未然防止の取組

を進めます。 

■施策の方向 
１ 子育てに配慮した住宅の
整備 
２ 安心して外出できる環境
の整備 
３ 子どもの安全の確保 
４ 犯罪を防止する活動の推
進 
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〈施策の体系〉 

基本理念 基本目標 施策の方向 

基
本
理
念
（
今
後
の
調
整
事
項
）

２ 親と子の健康づくり

２ 相談・情報提供の充実と子育てのネ
ットワークづくり 

２ 幼児・学校教育の充実と若者の自立
支援 

Ⅰ 子どもの権利を尊重する社会づくり 

Ⅱ 家庭の育てる力を支える仕組みづくり ３ 多様な保育サービスの充実

Ⅲ 子育て家庭を支援する地域づくり 

Ⅳ 親と子の心とからだの健康づくり 

Ⅴ 子どもが豊かに育つ学びや遊びの場づくり

Ⅵ 子どもと子育てにやさしいまちづくり 

１ 子どもの権利の尊重 

２ 子どもの意見を尊重したまちづく
りの推進 

１ 少子化や子育てに関する意識啓発

２ ワーク・ライフ・バランスの推進

５ 経済的負担の軽減

４ 要支援家庭対策の充実

１ 地域における子育て家庭への支援

３ 子どもが健やかに生まれ育つため
の地域活動の促進 

１ 安心して妊娠・出産できる環境づくり

３ 思春期の保健対策の充実

３ 遊びや体験の場の整備

１ 家庭や地域の教育力の向上

３ 子どもの安全の確保

２ 安心して外出できる環境の整備

１ 子育てに配慮した住宅の整備

４ 犯罪を防止する活動の推進
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